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・空冷式冷暖兼用チラー ２組（冷却能力
449／組、加熱能力220／組）

・ユニット形空気調和機 ７台
・その他付帯設備 １式
 空冷式パッケージ形空気調和設備
・空冷式パッケージ形空気調和機 ５系統
・空調動力盤 13面
 換気設備 １式
※上記に係る撤去、仮設、基礎、機器搬入据
付、配管、ダクト設備、動力設備、自動制
御設備、遠隔監視制御設備、監視設備、保
温、塗装、総合運転調整の各工事。
※撤去品については、受注者処分とする。
 工期 契約締結日の翌平日から令和８年３
月25日まで。
 本工事は、入札及び契約等を電子調達シス
テムで行う対象工事である。なお、電子調達
システムによりがたい者は、発注者の承諾を
得て、紙入札方式、紙契約方式に代えること
ができる。

 会社更生法に基づき、更生手続き開始の申
立てがなされている者又は民事再生法に基づ
き、再生手続き開始の申立てがなされている
者でないこと。ただしの再認定を受けてい
る者を除く。
 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資
料」という。）の提出期限から開札日までの期
間に、国土交通省大阪航空局長から「航空局
所掌の工事請負契約に係る指名停止等の措置
要領（昭和59年６月28日付空経第386号）」に
基づく指名停止を受けていない者であるこ
と。
 入札に参加しようとする者（共同企業体に
あってはその構成員。）の間に資本関係又は人
的関係がないこと。なお、上記の関係がある
場合に、辞退者を決めることを目的に当事者
間で連絡を取ることは、国土交通省航空局競
争契約入札者心得第４条の３第２項の規定に
抵触するものではないことに留意すること。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省公共事業等からの排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。
 当該工事に係る設計業務等の受注者又は当
該受注者と資本若しくは人事面において関連
がある建設業者でないこと（詳細については
入札説明書を参照すること。）。

 本工事は、価格以外の要素と価格を総合的
に評価して落札者を決定する総合評価落札方
式（技術提案評価型（Ｓ型））の対象工事であ
る。また、品質確保のための体制その他の施
工体制の確保状況を確認し、施工内容を確実
に実現できるかどうかについて審査し、評価
を行う施工体制確認型総合評価落札方式の試
行工事である。
 本工事は、契約締結後に施工方法等の提案
を受け付ける契約後ＶＥ方式の試行工事であ
る。ただし、入札時総合評価に係る技術提案
の範囲は対象としない。
 本工事は、総合評価落札方式における技術
提案等の採否に関する通知を行う工事であ
る。
 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。
 本工事は、入札時積算数量書活用方式の対
象工事である。

 本工事は、発注者が週休２日に取り組むこ
とを指定する週休２日促進工事（発注者指定
方式）である（詳細は、現場説明書による。）。
 本工事は、受注者が入札時又は工事中に施
工合理化技術（ただし、発注者指定の技術を
除く。）に関する技術提案を行い、履行による
効果が確認された場合、航空局工事成績評定
要領に基づき評価する対象工事である。
 本工事は、建設業法（昭和24年法律第100
号）第26条第３項ただし書の規定の適用を受
ける監理技術者（以下「特例監理技術者」と
いう。）の配置を認めない工事である。
 本工事は、賃上げを実施する企業に対して
総合評価における加点を行う工事である。

２ 競争参加資格
下記に掲げる条件を満たしている単体有資格
業者又は当該条件を満たしている者により構成
される特定建設工事共同企業体（以下「特定Ｊ
Ｖ」という。）であって、「競争参加者の資格に関
する公示」（令和６年９月30日付公示）に示すと
ころにより大阪航空局長から本工事に係る特定
ＪＶとしての競争参加資格（以下「特定ＪＶと
しての資格」という。）の認定を受けていること。
 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165
号）（以下「予決令」という。）第70条の規定に
該当しない者であること。なお、未成年者、
被保佐人又は被補助人であって、契約締結の
ために必要な同意を得ている者は、同条中、
特別の理由がある場合に該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 開札時までに大阪航空局における「管工事
業」に係る令和５・６年度国土交通省一般（指
名）競争参加資格を有する者（会社更生法（平
成14年法律第154号）に基づき更生手続開始
の申立てがなされている者又は民事再生法
（平成11年法律第225号）に基づき再生手続
開始の申立てがなされている者については、
手続開始の決定後、国土交通省大阪航空局長
が別に定める手続に基づく一般競争参加資格
の再認定を受けていること。）であり、当該認
定の際に客観的事項（共通事項）について算
定した経営事項評価点数（以下「点数」とい
う。）が、1100点以上であること（なお、特

定ＪＶにより参加を希望する場合、代表者に
係る点数が1100点以上、代表者以外の構成
員に係る点数が1100点以上であること。）な
お、当該資格を有していない者については、
「競争参加者の資格に関する公示」（令和４年
10月３日付官報）に記載されている申請方法
等により、競争参加資格の申請を受け付ける。

 平成21年４月１日以降に完成・引渡しが完
了した、下記の要件を満たす工事の施工実績
（民間実績及び海外インフラプロジェクト技
術者認定・表彰制度により認定された海外実
績も可とする。）を有する者であること（元請
けとしての実績に限る。共同企業体の構成員
としての実績は、出資比率20％以上の場合に
限る。）。なお、当該実績が国土交通省及び内

閣府沖縄総合事務局の発注した工事である場
合は、工事成績評定の評定点が65点未満であ
るものを除く。
【施工実績】
１）設備内容：冷熱源機器を有するユニット
型空調機を用いた空気調和設備
２）規模：空調対象延床面積4000以上
３）監視方式：中央監視方式
４）空調制御方式：電気式、電子式又は、デ
ジタル式
上記１）～４）の条件を同一工事で満たす
こと。ただし、新設、更新、増設は問わない。
 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監
理技術者を本工事に専任で配置できること。
なお、特定ＪＶの場合は全構成員が必ず１名
以上配置しなければならない。ただし、建設
業法第26条第３項に該当しない場合は、専任
の義務は要しない。
１）１級管工事施工管理技士、２級管工事施
工管理技士もしくはこれらと同等以上の資
格を有する者であること。
２）に掲げる工事の経験を有する者である
こと。
３）監理技術者にあっては、監理技術者資格
者証及び監理技術者講習修了証を有する者
であること。
４）競争入札に参加しようとする者との間
で、直接的かつ恒常的な雇用関係があり、
これを証することができる資料を提示する
こと。
５）主任技術者又は監理技術者の専任を要し
ない期間は以下のとおりとする。
 請負契約の締結後、現場施工に着手す
るまでの期間（現場事務所の設置、資機
材の搬入又は仮設工事が開始されるまで
の期間。）。なお、現場施工に着手する日
については、請負契約の締結後、監督職
員との打合せにおいて定める。
 工事完了後、検査が終了し（発注者の
都合により検査が遅延した場合を除
く。）、事務手続き、後片付け等のみが残っ
ている期間。なお、検査が終了した日は、
発注者が工事の完成を確認した旨、請負
者に通知した日（例：「完成検査確認通
知書」等における日付）とする。

６）本工事は、特例監理技術者の配置を認め
ない。
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